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平成１５年６月期  個別中間財務諸表の概要                    

平成１５年 ２月 ６日 

会 社 名        株式会社 テー・オー・ダブリュー                登録銘柄 

コード 番号        ４７６７                                本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ http://www.tow.co.jp/） 
代 表 者  役 職 名  代表取締役社長 
                氏    名  川 村 治 
問い合わせ先  責任者役職名   取締役管理部長 
        氏    名  武 田 克 実              ＴＥＬ （０３）３５０２－８８８７（代表） 
決算取締役会開催日  平成１５年  ２月 ６日                中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日  平成 － 年 － 月 － 日                  単元株制度採用の有無 有（１単元 100株） 
 

１．14年12月中間期の業績（平成14年７月１日～平成14年12月31日） 

(1) 経営成績                                      （百万円未満切捨て） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

14年12月中間期           5,001  (  30.0)             606  （   63.0）             606 (  69.7) 

13年12月中間期           3,846  (   2.4)             372  （ △ 4.9）             357  ( △ 4.1) 

１４年６月期           8,600  (  13.8)             902  （  19.3）             883 (  20.8) 

 

 中間（当期）純利益 １株当たり中間（当期）純利益 
    百万円   ％   円 銭 

14年12月中間期         278  (   70.0)       31 38  

13年12月中間期         164  (△ 19.9)       24 56  

１４年６月期         440  (   18.5)       50 45  

（注）1.期中平均株式数    14年12月中間期 8,887,208株 13年12月中間期 6,681,300株 14年6月期 8,726,243株 

      2.会計処理の方法の変更 無 

   3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 配当状況 

 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 

          円   銭       円     銭 

14年12月中間期         0   00 ― 

13年12月中間期         0   00 ― 

１４年６月期 ―        13   00 

(3) 財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

       百万円       百万円       ％     円 銭  

14年12月中間期    6,467    3,304     51.1    353  11 

13年12月中間期    4,859    2,340     48.2    347  06 

１４年６月期    4,846    2,609     53.8    297  37 

（注）1．期末発行済株式数   14年12月中間期 9,359,540株 13年12月中間期 6,744,996株 14年6月期 8,776,284株 

   2．期末自己株式数    14年12月中間期     3,154株 13年12月中間期       488株 14年6月期     2,310株 

 

２．15年６月期の業績予想（平成14年７月１日～平成15年６月30日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

期  末  

      百万円      百万円      百万円    円  銭    円  銭 

通   期  10,100 1,184     644   13  00   13  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 52円93銭 

（注）平成14年12月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿記載の株主の所有株式につき、平成15年2月20日付で１株を1.3株

とする株式分割を行い、これをもって発行済株式数は12,171,502株となる予定であります。１株当たり当期純利益(通期)

につきましては、この発行済株式数をもって算出いたしました。 

なお、業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報を基に作成しており、実際の業績は、今後様々な要因によ

って大きく異なる結果となる可能性があります。 

また、上記業績予想に関する事項は、添付資料の7ページをご参照下さい。 



－  － 
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個別中間財務諸表等 

①【中間貸借対照表】 

  
第26期中間会計期間末 
(平成13年12月31日) 

第27期中間会計期間末 
(平成14年12月31日) 

第26期事業年度末の 
要約貸借対照表 

(平成14年６月30日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金 ※２ 608,854 315,826 260,555 

２．受取手形 ※４ 746,004 167,688 247,954 

３．売掛金  1,227,560 3,263,162 2,502,260 

４．有価証券  309,286 ― － 

５．未成イベント支出金  373,444 410,049 207.321 

６．未収入金 ※３ 946,898 1,295,646 569,760 

７．その他  82,995 58,891 51,696 

８．貸倒引当金  △11,360 △18,600 △13,200 

流動資産合計   4,283,685 88.2 5,492,665 84.9  3,826,347 78.9

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※1･2 86,854 78,510 84,526 1.8

２．無形固定資産  12,720 20,663 19,694 0.4

３．投資その他の資産  476,255 875,373 916,048 18.9

固定資産合計   575,830 11.8 974,548 15.1  1,020,269 21.1

資産合計   4,859,515 100.0 6,467,213 100.0  4,846,617 100.0

    

（負債の部）  
  

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  1,202,149 2,058,556 1,338,675 

２．関係会社買掛金  － 290,525 330,771 

３．短期借入金 ※２ 770,000 － － 

４．未払法人税等  165,361 259,851 236,897 

５．未成イベント受入金  95,090 56,359 27,974 

６．その他  177,191 345,953 160,130 

流動負債合計   2,409,792 49.6 3,011,247 46.6  2,094,449 43.3

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金  49,930 64,292 62,332 

２．役員退職慰労引当金  58,876 86,722 80,027 

固定負債合計   108,806 2.2 151,014 2.3  142,360 2.9

負債合計   2,518,599 51.8 3,162,262 48.9  2,236,809 46.2

 

 



－  － 
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第26期中間会計期間末 
(平成13年12月31日) 

第27期中間会計期間末 
(平成14年12月31日) 

第26期事業年度末の 
要約貸借対照表 

(平成14年６月30日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   663,497 13.7 － －  664,340 13.7

Ⅱ 資本準備金   741,950 15.3 － －  742,793 15.3

Ⅲ 利益準備金   22,845 0.5 － －  22,845 0.5

Ⅳ 再評価差額金   △27,036 △0.6 － －  △27,036 △0.6

Ⅴ その他の剰余金    

(1)任意積立金  500,000 － 500,000 

(2)中間(当期)未処分利
益 

 442,937 － 719,079 

その他の剰余金合計   942,937 19.4 － －  1,219,079 25.2

Ⅵ その他有価証券評価差
額金 

  △2,676 △0.1 － －  △9,666 △0.2

Ⅶ 自己株式   △601 △0.0 － －  △2,548 △0.1

資本合計   2,340,915 48.2 － －  2,609,808 53.8

    

Ⅰ 資本金   － － 940,395 14.5  － －

Ⅱ 資本剰余金    

(1)資本準備金  － 1,018,848 － 

資本剰余金合計   － － 1,018,848 15.7  － －

Ⅲ 利益剰余金    

(1)利益準備金  － 22,845 0.3 － 

(2)任意積立金  － 800,000 12.4 － 

(3)中間（当期）未処分
利益 

 － 562,626 8.7 － 

利益剰余金合計   － － 1,385,471 21.4  － －

Ⅳ 土地再評価差額金   △27,036 △0.4  

Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

  － － △9,102 △0.1  － －

Ⅵ 自己株式   － － △3,625 △0.0  － －

資本合計   － － 3,304,951 51.1  － －

負債・資本合計   4,859,515 100.0 6,467,213 100.0  4,846,617 100.0

    

 

 



－  － 
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②【中間損益計算書】 

  
第26期中間会計期間 

（自 平成13年７月１日 
至 平成13年12月31日） 

第27期中間会計期間 
（自 平成14年７月１日 
至 平成14年12月31日） 

第26期事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成13年７月１日 
至 平成14年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   3,846,723 100.0 5,001,423 100.0  8,600,126 100.0

Ⅱ 売上原価   3,111,540 80.9 3,990,424 79.8  6,945,721 80.8

売上総利益   735,182 19.1 1,010,999 20.2  1,654,404 19.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費   363,121 9.4 404,377 8.1  752,263 8.7

営業利益   372,061 9.7 606,622 12.1  902,141 10.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  2,879 0.1 22,656 0.4  7,543 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  17,588 0.5 22,675 0.4  26,659 0.3

経常利益   357,352 9.3 606,603 12.1  883,025 10.3

Ⅵ 特別損失 ※３  27,601 0.7 104,177 2.1  47,459 0.6

税引前中間(当期)純
利益 

  329,750 8.6 502,426 10.0  835,565 9.7

法人税、住民税及び
事業税 

 182,162 280,000 433,000 

法人税等調整額  △16,473 165,688 4.3 △56,411 223,588 4.4 △37,638 395,361 4.6

中間（当期）純利益   164,061 4.3 278,838 5.6  440,203 5.1

前期繰越利益   278,876 283,788  278,876

中間(当期)未処分利
益 

  442,937 562,626  719,079

    

 



－  － 
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③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
第26期中間会計期間 

（自 平成13年７月１日 
至 平成13年12月31日）

  

区分 
注記
番号 

金額（千円）   

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間純利益  329,750   

減価償却費  10,729   

出資損  1,405   

保険解約損  5,481   

貸倒引当金の増加額
（△減少額） 

 2,908   

退職給付引当金の増
加額 

 6,727   

役員退職慰労引当金
の増加額 

 15,675   

受取利息及び受取配
当金 

 △446   

有価証券売却損  296   

投資有価証券売却損  10,443   

支払利息  3,257   

売上債権の減少額  165,321   

たな卸資産の増加額  △86,172   

未収入金の増加額 ※１ △940,717   

その他流動資産の減
少額（△増加額） 

 △39,017   

仕入債務の増加額  136,933   

その他流動負債の増
加額（△減少額） 

 △21,083   

役員賞与の支払額  △21,680   

小計  △420,187   

 

 



－  － 

 

 

28

  
第26期中間会計期間 

（自 平成13年７月１日 
至 平成13年12月31日）

  

区分 
注記
番号 

金額（千円）   

利息及び配当金の受
取額 

 364   

利息の支払額  △1,651   

法人税等の支払額  △180,648   

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △602,122   

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 △183,282   

定期預金の払戻によ
る収入 

 186,506   

有形固定資産の取得
による支出 

 △3,398   

無形固定資産の取得
による支出 

 △2,694   

投資有価証券の取得
による支出 

 △11,669   

投資有価証券の売却
による収入 

 2,024   

従業員長期貸付金の
回収による収入 

 440   

その他投資の増加額  △16,547   

その他投資の減少額  54,510   

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 25,888   

 
 



－  － 
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第26期中間会計期間 

（自 平成13年７月１日 
至 平成13年12月31日）

  

区分 
注記
番号 

金額（千円）   

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の借入に
よる収入 

 728,000   

短期借入金の返済に
よる支出 

 △717,000   

株式の発行による収
入 

 470,360   

自己株式の取得によ
る支出 

 △1,614   

自己株式の売却によ
る収入 

 2,330   

配当金の支払額  △81,560   

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 400,515   

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額(△減少額) 

 △175,719   

Ⅴ 現金及び現金同等物期
首残高 

 783,056   

Ⅵ 現金及び現金同等物中
間期末残高 

 607,336   

     

 



－  － 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
第26期中間会計期間 

（自 平成13年７月１日 
至 平成13年12月31日） 

第27期中間会計期間 
（自 平成14年７月１日 

至 平成14年12月31日） 

第26期事業年度 
（自 平成13年７月１日 

至 平成14年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

（1）  ───── （1）子会社株式  

  移動平均法による原価法 

（1）子会社株式  

   同 左 

 (2)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

(2)有価証券 

同 左 

 

(2) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

 （3）デリバティブ 

時価法 

（3）  ───── （3）  ───── 

 

 (4)未成イベント支出金 

個別法による原価法 

(4)未成イベント支出金 

同 左 

(4)未成イベント支出金 

同 左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物     ９～47年 

工具器具備品 ３～15年 

(1) 有形固定資産 

同 左 

(1) 有形固定資産 

 同 左 

 (2）無形固定資産 

 ソフトウェア(自社利用)に

ついては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額

法 

(2) 無形固定資産 

同 左 

(2) 無形固定資産 

同 左 

 (3）長期前払費用 

均等償却 

耐用年数は５年でありま

す。 

(3)長期前払費用 

同 左 

(3)長期前払費用 

 同 左 

３．繰延資産の処理方法 （1）新株発行費 

   支出時に全額費用として処

理しております。 

（1）新株発行費 

  同 左 

（1）新株発行費 

  同 左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同 左 

 

(1) 貸倒引当金 

同 左 
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項目 
第26期中間会計期間 

（自 平成13年７月１日 
至 平成13年12月31日） 

第27期中間会計期間 
（自 平成14年７月１日 

至 平成14年12月31日） 

第26期事業年度 
（自 平成13年７月１日 

至 平成14年６月30日） 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

(2)退職給付引当金 

 同 左 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

なお、過年度分相当額68,632

千円については前事業年度から

２年間で均等額を特別損失とし

て繰入計上することとし、当中

間会計期間は年間繰入計上額を

期間により按分して計上してお

ります。 

(追加情報) 

前事業年度の下期より内規に

基づく期末要支給額を引当計上

する方法に変更いたしました。

なお、前中間会計期間は変更

後の方法によった場合に比べ、

営業利益及び経常利益は4,442

千円、税引前中間純利益は

21,600千円それぞれ多く計上さ

れております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

なお、過年度分相当額68,632

千円については前事業年度から

２年間で均等額を特別損失とし

て繰入計上することとし、当会

計期間で全額の繰入計上を終了

いたしました。 

４．リース取引の処理方

法 

 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同  左 

 

同  左 
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項目 
第26期中間会計期間 

（自 平成13年７月１日 
至 平成13年12月31日） 

第27期中間会計期間 
（自 平成14年７月１日 

至 平成14年12月31日） 

第26期事業年度 
（自 平成13年７月１日 

至 平成14年６月30日） 

５．中間キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

───── ───── 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、金額的

重要性が乏しいため、流動負債

の「その他」に含めて表示して

おります。 

(1) 消費税等の会計処理 

同  左 

 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。

 

 

表示方法の変更 

第26期中間会計期間 
（自 平成13年７月１日 
 至 平成13年12月31日） 

第27期中間会計期間 
（自 平成14年７月１日 
至 平成14年12月31日） 

（中間キャッシュ・フロー計算書） ───── 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「未収入金の増加

額」は、前中間会計期間は「その他流動資産の減少額(△増

加額)」に含めて表示しておりましたが、金銭的重要性が増

したため区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の「その他流動資産の減少額(△増

加額)」に含まれている「未収入金の増加額」は0百万円であ

ります。 

 

 

追加情報 

第26期中間会計期間 
（自 平成13年７月１日 

至 平成13年12月31日） 

第27期中間会計期間 
（自 平成14年７月１日 
至 平成14年12月31日） 

第26期事業年度 
（自 平成13年７月１日 

至 平成14年６月30日） 

(自己株式) 

 前事業年度において流動資産の

「自己株式」に計上していた自己株

式（前中間会計期間末－千円、前事

業年度末1,628千円）は、中間財務諸

表等規則の改正により、当中間会計

期間末においては資本の部の末尾に

表示しております。 

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）

 当中間期から「自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計基準」（企業会

計基準第１号）を適用しております。こ

れによる当中間期の損益の与える影響は

軽微であります。 

 なお、中間財務諸表規則の改正によ

り、当中間期における中間貸借対照表の

資本の部については、改正後の中間財務

諸表規則により作成しております。 

(自己株式) 

 前事業年度において流動資産の「自己

株式」に計上していた自己株式（前事業

年度末1,628千円）は、財務諸表等規則

の改正により、当会計期間末においては

資本の部の末尾に表示しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
第26期中間会計期間末 
(平成13年12月31日) 

第27期中間会計期間末 
(平成14年12月31日) 

第26期事業年度末 
(平成14年６月30日) 

※１．有形固定資産の減価

償却累計額 

27,143千円 46,597千円 37,880千円

(イ)担保に供している資産 ───── ───── ※２．担保に供している資

産及びこれに対応する

債務 

 
定期預金 96,204千円

建物 16,008 

土地 6,027 

計 118,241 
  

  

(ロ)上記に対応する債務    
 

短期借入金 480,000千円

計 480,000 
  

  

※３．ファクタリング方式

により譲渡した売上債

権の未収額 

945,118千円 1,293,023千円 569,173千円

※４．中間期末日満期手形

の処理について 

─────  中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。 

───── 

   
 
  

  
受取手形 1,311千円
  

 

５．当座貸越契約及び貸

出コミットメントにつ

いて 

当社においては、機動的な調

達手段の確保により手元流動性

を圧縮し、資金効率を高めるこ

とを目的として、取引銀行５行

と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 

当座貸越極度
額及貸出コミ
ットメントの
総額 

2,150,000千円

借入実行残高 670,000千円

差引額 1,480,000千円
 

当社においては、機動的な調

達手段の確保により手元流動性

を圧縮し、資金効率を高めるこ

とを目的として、取引銀行５行

と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 

当座貸越極度
額及貸出コミ
ットメントの
総額 

2,550,000千円  

借入実行残高 ―千円  

差引額 2,550,000千円  
 

当社においては、機動的な調

達手段の確保により手元流動性

を圧縮し、資金効率を高めるこ

とを目的として、取引銀行５行

と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 

当座貸越極度
額及貸出コミ
ットメントの
総額 

2,550,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 2,550,000千円
 

６．保証債務 

 

───── （イ）㈱ﾃｨｰ･ﾂｰ･ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞのﾘｰｽ

契約に係る債務保証  

2,740千円

（ロ）㈱ﾃｨｰ･ﾂｰ･ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞの本社

賃貸借契約に係る保証 

          7,560千円

（イ）㈱ﾃｨｰ･ﾂｰ･ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞのﾘｰｽ

契約に係る債務保証  

3,173千円

（ロ）㈱ﾃｨｰ･ﾂｰ･ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞの本社

賃貸借契約に係る保証 

          10,800千円
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（中間損益計算書関係） 

項目 
第26期中間会計期間 

（自 平成13年７月１日 
至 平成13年12月31日） 

第27期中間会計期間 
（自 平成14年７月１日 

至 平成14年12月31日） 

第26期事業年度 
（自 平成13年７月１日 

至 平成14年６月30日） 

※１．営業外収益のうち主

要なもの 

受取利息 257千円 1千円 330千円

受取配当金          －               17,000                  162 

※２．営業外費用のうち主

要なもの 

支払利息 3,257千円 3,184千円 6,775千円

手形等売却損 868 973 3,088 

新株発行費 5,972 12,323 5,972 

出資損 － 4,700 － 

保険解約損 5,479 － 5,527 

※３．特別損失のうち主要

なもの 

過年度役員退職慰労

引当金繰入額 
17,158千円 ―千円 34,316千円

投資有価証券売却損 10,443 ― 10,443 

  投資有価証券評価損          ―        95,477          ― 

会員権評価損          ―         8,700                2,700 

４．減価償却実施額 

有形固定資産 9,269千円 8,716千円 20,005千円

無形固定資産 1,360 2,631 3,495 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

第26期中間会計期間 
（自 平成13年７月１日 

至 平成13年12月31日） 

第27期中間会計期間 
（自 平成14年７月１日 

至 平成14年12月31日） 

第26期事業年度 
（自 平成13年７月１日 

至 平成14年６月30日） 

※１．「未収入金の増加額」の中には、

ファクタリング方式により譲渡した

売上債権の未収額の増加額△945,118

千円が含まれております。 

───── ───── 

 ２．現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係(平成13年12月

31日現在) 

───── ───── 

 
現金及び預金勘定 608,854千円

有価証券勘定に含ま
れる現金同等物 

309,286千円

預入期間が3ヶ月を
超える定期預金 

△310,804千円

現金及び現金同等物 607,336千円
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（リース取引関係） 

第26期中間会計期間 
（自 平成13年７月１日 

至 平成13年12月31日） 

第27期中間会計期間 
（自 平成14年７月１日 

至 平成14年12月31日） 

第26期事業年度 
（自 平成13年７月１日 

至 平成14年６月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額

 

 
工具器具備品 
（千円） 

取得価額相当額 68,397 

減価償却累計額
相当額 

33,131 

中間期末残高相
当額 

35,265 

  

 

 
工具器具備品 

（千円） 

取得価額相当額 58,091 

減価償却累計額
相当額 

34,725 

中間期末残高相
当額 

23,366 

  

 

 
工具器具備品 

（千円） 

取得価額相当額 68,397 

減価償却累計額
相当額 

38,983 

期末残高相当額 29,413 

  
２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 11,690千円 

１年超 24,416 

合計 36,106 
  

 
１年内 10,332千円

１年超 14,083 

合計 24,416 
  

 
１年内 11,270千円

１年超 18,921 

合計 30,192 
  

３．支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 
 

支払リース料 7,061千円 

減価償却費相当額 6,510 

支払利息相当額 560 
  

 
支払リース料 6,214千円

減価償却費相当額 5,721 

支払利息相当額 373 
  

 
支払リース料 13,374千円

減価償却費相当額 12,362 

支払利息相当額 1,024 
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法に

よっております。 

同左 同左 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間（平成13年12月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 3,000 5,750 2,750 

(2)その他 19,975 12,610 △7,364 

合計 22,975 18,360 △4,614 

 

２．時価のない主な有価証券の内容 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

  非上場株式（店頭売買株式除く） 8,669 

  ＭＭＦ 309,286 

 

当中間会計期間（平成14年12月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度（平成14年６月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（平成13年12月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 
キャップ取引 
買建 

200,000 － － 

 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成13年７月１日 至平成13年12月31日） 

 該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


